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委託業務監督要領 

 

（目的） 

第１ この要領は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の２第１項の規定に基づき、

岐阜県（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部）が委託契約した調査、測量及び設計等の業

務（以下「委託業務」という。）の適正かつ円滑な実施を推進するため、監督に必要な事項を定

めることを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２ この要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

（1）監 督 設計図書に基づき、委託業務の内容を把握し、契約の適正な履行を確保するた

め、当該業務の実施過程において、必要な立会い、指示等をする行為をいう。 

（2）検査権者・監督権者 岐阜県行政組織規則（平成１８年岐阜県規則第４６号）、岐阜県事務

委任規則（昭和４３年岐阜県規則第１２５号）、岐阜県事務決裁規程（昭和４３年

訓令甲第１９号）及び岐阜県現地機関事務決裁規程（昭和４４年岐阜県訓令甲第

１９号）に基づき、検査また又は監督の権限を有す者をいう。 

（3）監 督 員 監督権者から当該業務の監督の執行を命ぜられた者をいう。 

（4）検 査 員 検査権者から当該業務の検査を命ぜられた者をいう。 

（5）受 注 者 岐阜県会計規則（昭和３２年岐阜県規則第１９号）により委託業務の委託契約

を締結した契約の相手方をいう。 

 

（監督の体制） 

第３ 監督権者は、委託業務の契約締結後は、監督員を指定して、必要な監督をさせなければなら

ない。 

２ 監督権者は、原則として、第６の各号に掲げる業務を担当する監督員を置くものとする。 

 

（監督員の業務） 

第４ 監督員は、現場状況を把握し、法令、規則、契約図書に基づき、次の各号に掲げる業務を監

督権者の指揮監督に従って行うものとする。 

（1）契約の履行に関する受注者また又は管理技術者に対する必要な指示、承諾、協議また又は

打合わせ等の事務を処理すること。 

（2）委託業務の実施過程において、設計図書に適合しないときは、修補を指示し、適正な成果

品とさせること。 

 

（監督に関する書類の整備） 

第５ 監督員は、次の各号に掲げる書類（受注者から提出された書類を含む。）を作成し、整理また

又は審査して監督の経緯を明らかにするものとする。 

 （1）契約の履行に関する指示・承諾・協議・提出・報告書 

 （2）委託業務の実施状況の記録 

 （3）成果品内訳及び成果品 

 （4）その他監督に関する書類 
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（監督業務の分類及び内容） 

第６ 監督業務の分類及び内容は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（1）総括業務（業務全般の総括）第４の各号に掲げる業務に関する総括及び技術総括並びに一

般業務を担当する監督員の指揮監督主な業務として、契約及び設計図書の業務内容に関する

事務処理を行うものとする。 

（2）技術総括業務前号の監督業務のうち技術に関する総括及び一般業務を担当する監督員の指

揮監督 

主な業務として、契約の履行過程において業務遂行上必要な技術上の協議を行うものとする。 

 

（監督に関する留意事項） 

第７ 監督員は、次に掲げる各号に留意して監督を行わなければならない。 

（1）監督員は、契約図書及び諸規定に基づき監督を行わなければならない。 

（2）監督員は、常に常識をもって厳正に業務が遂行されるようにしなければならない。 

（3）監督員は、受注者と連絡を密にし、業務の進捗状況の把握に努め、受注者に対して委託業

務の意図を正しく伝え、委託業務が完全に履行されるようにしなければならない。 

なお、詳細設計照査要領を適用する場合は、段階ごとに照査を実施し、業務推進の円滑化

を図らなければならない。 

（4）監督員は、関係機関及び関係者等との協調を図り、委託業務が円滑に行われるように努力

しなければならない。 

 

（監督員の選定） 

第８ 監督権者は、原則として、毎年度当初に技術担当以上また又は用地事務担当以上の職にある

者のうちから監督員を選定し、事務分掌に定める。 

 

（監督員の指定） 

第９ 監督権者は、委託業務の規模、態様など等を考慮し、委託契約ごとに、次の各号に掲げる基

準により監督員を指定するものとする。 

（1）総括監督員（総括業務担当）は、本庁において監督員を指定する場合は技術担当の技術課

長補佐・係長以上の職にある者、現地機関において監督員を指定する場合は技術担当の課長

（技術課長補佐を含む。）または道路調整監以上の職にある者、用地関係の業務は用地事務担

当の課長（課長補佐を含む。）以上の職にある者を指定する。 

（2）主任監督員（技術総括業務担当）は、技術担当の技術課長補佐・係長担当総括（技術主査

を含む。）以上の職にある者、また、用地関係の業務は用地事務担当の課長補佐・係長総括（主

査を含む。）以上の職にある者を指定する。 

（3）一般監督員（一般業務担当）は、技術担当以上の職にある者、また、用地関係の業務は、

用地事務担当以上の職にある者を指定する。 

 

（監督業務の兼務等） 

第 10 当初設計金額１００万円以上～１，５００万円未満の委託業務は総括監督員を置かないこと

ができる。ず、また、当初設計金額１００万円未満の委託業務は総括監督員及び主任監督員を置

かないことができる。 

２ 総括監督員を置かない場合における主任監督員は総括業務を、また総括監督員及び主任監督員

を置かない場合における一般監督員は総括業務及び技術総括業務の業務を、上司の指導の下に自

己の業務と合わせて担当するものとする。 
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（監督員の指定の通知） 

第 11 監督権者は、監督員を指定したときは、その職員の氏名を速やかに、原則として書面（業監

様式１号及び１号の２）をもって受注者に通知しなければならない。 

 

（監督業務の執行） 

第 12 監督員は、監督業務の執行にあたっての指示、承諾、協議は原則として書面（業監様式２号

また又は業監様式３号）をもって行わなければならない。 

 

（書類の管理） 

第 13 監督員は、受注者から提出された書類、指示書及び検査、試験等の結果について、その処理

経過を明らかにしておかなければならない。 

 

（業務成績の評定） 

第 14 監督員は、委託業務（建築設計業務を除く。）が完成したときは、別に定める岐阜県委託業

務成績評定要領により、業務成績を評定しなければならない。 

 

（検査の準備） 

第 15 監督員は、委託業務検査要領に規定する検査に際し、検査員の行う検査に必要な書類、器具、

人員その他必要なものを、受注者に指示し、また又は自ら準備するものとする。 

 

（検査の立会） 

第 16 監督員は、検査員の行う検査に立会い、必要な資料の提出や監督の執行状況の説明を行う等

検査に協力しなければならない。 

 

（不合格の処理） 

第 17 監督権者は、検査の結果が不合格のときは、修補命令書（業検様式９号）により受注者に修

補の履行を求めなければならない。 

 

（監督の委託） 

第 18 監督権者は、特に専門的な知識を必要とする場合その他の理由があると認める場合は、県職

員以外の者に委託して監督を行わせることができる。 

２ 県職員以外の者へ監督を委託する場合は、業務の内容、監督の技術基準等を勘案し、監督の方

法、連絡また又は報告すべき事項、その他必要な事項を記載した契約書を作成しなければならな

い。 

３ 県職員以外の者へ監督を委託した場合は、監督権者は、当該監督の結果を確認しなければなら

ない。 
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（適用除外） 

第 19 当初設計金額１００万円未満の委託業務はこの要領によらないことができる。 

 

附 則 

この要領は、平成１０年６月１日より施行する。 

附 則 

この要領は、平成２０年４月１日より施行する。 

附 則 

 この要領は、平成３０年 月 日より施行する。 

 



業監様式１号  

平成  年  月  日 

 

受注者   様 

 

 

 

監督権者 印 

 

監 督 員 通 知 書 

 

平成  年  月  日付けをもって委託契約を締結した次の業務について、委託業務契約

書第８条に基づき、下記のとおり監督員を通知します。  

 

仕 様 書 番 号     第  号 

 

委託業務の名称 

 

履 行 場 所 

 

記 

 

以上 

 

総括監督員（氏名）  

 

主任監督員（氏名）  

 

一般監督員（氏名）  

 

 

 

 

 

 

  

（注） 必要のない文字は、抹消する。  



業監様式１号の２ 

平成  年  月  日 

 

受注者   様 

 

 

 

監督権者 印 

 

監 督 員 通 知 書 

 

平成  年  月  日付けをもって委託契約を締結した次の業務について、下記のとおり

監督員を変更したので委託業務契約書第８条に基づき、通知します。  

 

仕 様 書 番 号     第  号 

 

委託業務の名称 

 

履 行 場 所 

 

記 

 

新任者 

総括監督員（氏名）  

 

主任監督員（氏名）  

 

一般監督員（氏名）  

 

新任者 

総括監督員（氏名）  

 

主任監督員（氏名）  

 

一般監督員（氏名）  

 

 

  

（注） 必要のない文字は、抹消する。



業監様式 2 号 

監

督

権

者 

事

務

所

長 

 

副 

所 

長 

 

総
括
監
督
員 

担

当

課

長 

 

主
任
監
督
員 

担

当

係

長 

 

一
般
監
督
員 

担 

当 

者 

  管
理
技
術
者 

 

指示・承諾・協議・提出・報告書 

業務年度  平成  年度 仕様書番号   

委託業務名   

履行場所   受注者名  

業務委託料   円 履行期間  
平成   年   月   日  

平成   年   月   日  

下記のように指示・承諾・協議・提出・報告します。  

願います。  

                               平成  年  月  日 

(管理技術者)  様 

 

                        （監督員名）      印                    

 

上記事項について、承諾します。受理します。  

 

 

 

平成 年 月 日 

（管理技術者名）  印    

注１．不要な文字は＝で消して使用する。  

２．起案用、受注者用の２部作成する。複写とする。  

３．起案用は、上欄に決済欄を設ける。  



業監様式 2 号 

監

督

権

者 

事

務

所

長 

 

副

所

長 

 

総
括
監
督
員 

担

当

課

長 

 

主
任
監
督
員 

担

当

係

長 

 

一
般
監
督
員 

担

当

者 

  

管
理
技
術
者 

 

 

指示・承諾・協議・提出・報告書 

業務年度  平成  年度 仕様書番号   

委託業務名   

履行場所   受注者名  

業務委託料   円 履行期間  
平成   年   月   日  

平成   年   月   日  

下記のように指示・承諾・協議・提出・報告します。  

願います。  

                               平成  年  月  日 

（監督員名）  様 

 

                          （管理技術者名）      印 

                    

 

上記事項について、承諾します。受理します。  

 

 

 

 

平成 年 月 日 

（管理技術者名）  印    

注１．不要な文字は＝で消して使用する。  

２．起案用、受注者用の２部作成する。複写とする。  



業監様式３号  

設 計 打 合 せ ・ 記 録 簿 

第  回  追番     頁 

発注者・印  

総括監督員  主任監督員  一般監督員  

受注者・印  

管理技術者  担 当 者 

     

事務所名 
 

受注者名  

件  名  仕様書番号    第      号 

出 席 者 

発注者側 

 年 月 日 平成  年  月  日 

 場 所  

受注者側 

 打ち合せ方法 会 議 ・ 電 話 

   

 

 



業監様式９号 

 

修 補 命 令 書 

委 託 業 務 名  仕 様 書 番 号  

履 行 場 所 

郡            町 

                  大字 

市            村 

修

補

事

項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修 補 完 了 期 日     平成   年   月   日 

上記のとおり修補を命じます。  

  平成  年  月  日 

 

                          検査権者         印 

 （受注者）       様 

注 修補事項が完了したときは、修補完了届を提出し検査を受けてください。  
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No.1    

 

委託業務監督要領新旧対照表 

項目見出し  現行条文 改訂条文 改定理由 

(目的) 第 1 この要領は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の２第

１項の規定に基づき、岐阜県（農政部、林政部、県土整備部、都市建築部）

が委託契約した調査、測量及び設計等の業務（以下「委託業務」という。）

の適正かつ円滑な実施を推進するため、監督に必要な事項を定めることを目

的とする。  

 

 略   

（用語の定義）  第 2 この要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。  

（1）監  督 設計図書に基づき、委託業務の内容を把握し、契約の適正

な履行を確保するため、当該業務の実施過程において、必要

な立会い、指示等をする行為をいう。  

（2）検査権者・監督権者 岐阜県行政組織規則（平成１８年岐阜県規則第

４６号）、岐阜県事務委任規則（昭和４３年岐阜県規則第１

２５号）、岐阜県事務決裁規程（昭和４３年訓令甲第１９号）

及び岐阜県現地機関事務決裁規程（昭和４４年岐阜県訓令甲

第１９号）に基づき、検査又は監督の権限を有す者をいう。 

（3）監督員  監督権者から当該業務の監督の執行を命ぜられた者をいう。 

（4）検査員  検査権者から当該業務の検査を命ぜられた者をいう。  

（5）受注者  岐阜県会計規則（昭和３２年岐阜県規則第１９号）により

委託業務の委託契約を締結した契約の相手方をいう。  

 

第 2 この要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。  

（1）監  督 設計図書に基づき、委託業務の内容を把握し、契約の適正

な履行を確保するため、当該業務の実施過程において、必要

な立会い、指示等をする行為をいう。  

（2）検査権者・監督権者 岐阜県行政組織規則（平成１８年岐阜県規則第

４６号）、岐阜県事務委任規則（昭和４３年岐阜県規則第１

２５号）、岐阜県事務決裁規程（昭和４３年訓令甲第１９号）

及び岐阜県現地機関事務決裁規程（昭和４４年岐阜県訓令甲

第１９号）に基づき、検査または監督の権限を有す者をいう。 

（3）監督員  監督権者から当該業務の監督の執行を命ぜられた者をいう。 

（4）検査員  検査権者から当該業務の検査を命ぜられた者をいう。  

（5）受注者  岐阜県会計規則（昭和３２年岐阜県規則第１９号）により

委託業務の委託契約を締結した契約の相手方をいう。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の変更  

（監督の体制）  第 3 監督権者は、委託業務の契約締結後は、監督員を指定して、必要な監督

をさせなければならない。  

２ 監督権者は、原則として、第６の各号に掲げる業務を担当する監督員を置

くものとする。  

 

 略   

（監督員の業務）  第４ 監督員は、現場状況を把握し、法令、規則、契約図書に基づき、次の各

号に掲げる業務を監督権者の指揮監督に従って行うものとする。  

（1）契約の履行に関する受注者又は管理技術者に対する必要な指示、承諾、

協議又は打合わせ等の事務を処理すること。  

（2）委託業務の実施過程において、設計図書に適合しないときは、修補を指

示し、適正な成果品とさせること。  

 

第４ 監督員は、現場状況を把握し、法令、規則、契約図書に基づき、次の各

号に掲げる業務を監督権者の指揮監督に従って行うものとする。  

（1）契約の履行に関する受注者または管理技術者に対する必要な指示、承諾、

協議または打合わせ等の事務を処理すること。  

（2）委託業務の実施過程において、設計図書に適合しないときは、修補を指

示し、適正な成果品とさせること。  

 

 

表記の変更  

 



No.2    

 

委託業務監督要領新旧対照表 

項目見出し  現行条文 改訂条文 改定理由 

（監督に関する書類の

整備）  

第５ 監督員は、次の各号に掲げる書類（受注者から提出された書類を含む。）

を作成し、整理又は審査して監督の経緯を明らかにするものとする。  

 （1）契約の履行に関する指示・承諾・協議・提出・報告書  

 （2）委託業務の実施状況の記録  

 （3）成果品内訳及び成果品  

 （4）その他監督に関する書類  

第５ 監督員は、次の各号に掲げる書類（受注者から提出された書類を含む。）

を作成し、整理または審査して監督の経緯を明らかにするものとする。  

 （1）契約の履行に関する指示・承諾・協議・提出・報告書  

 （2）委託業務の実施状況の記録  

 （3）成果品内訳及び成果品  

 （4）その他監督に関する書類  

 

表記の変更  

（監督業務の分類及び

内容）  

第６ 監督業務の分類及び内容は、次の各号に掲げるとおりとする。  

（1）総括業務（業務全般の総括）第４の各号に掲げる業務に関する総括及び

技術総括並びに一般業務を担当する監督員の指揮監督主な業務として、契

約及び設計図書の業務内容に関する事務処理を行うものとする。  

（2）技術総括業務前号の監督業務のうち技術に関する総括及び一般業務を担

当する監督員の指揮監督  

主な業務として、契約の履行過程において業務遂行上必要な技術上の協議

を行うものとする。  

 

 

 略  

 

（監督に関する留意事

項）  

第７ 監督員は、次に掲げる各号に留意して監督を行わなければならない。  

（1）監督員は、契約図書及び諸規定に基づき監督を行わなければならない。  

（2）監督員は、常に常識をもって厳正に業務が遂行されるようにしなければ

ならない。  

（3）監督員は、受注者と連絡を密にし、業務の進捗状況の把握に努め、受注

者に対して委託業務の意図を正しく伝え、委託業務が完全に履行されるよ

うにしなければならない。  

なお、詳細設計照査要領を適用する場合は、段階ごとに照査を実施し、業

務推進の円滑化を図らなければならない。  

（4）監督員は、関係機関及び関係者等との協調を図り、委託業務が円滑に行

われるように努力しなければならない。  

 

 

 略  

 

（監督員の選定）  第８ 監督権者は、原則として、毎年度当初に技術担当以上又は用地事務担当

以上の職にある者のうちから監督員を選定し、事務分掌に定める。  

第８ 監督権者は、原則として、毎年度当初に技術担当以上または用地事務担

当以上の職にある者のうちから監督員を選定し、事務分掌に定める。  

表記の変更  

 



No.3    

 

委託業務監督要領新旧対照表 

項目見出し  現行条文 改訂条文 改定理由 

（監督員の指定）  第９ 監督権者は、委託業務の規模、態様等を考慮し、委託契約ごとに、

次の各号に掲げる基準により監督員を指定するものとする。  

（1）総括監督員（総括業務担当）は、技術担当の課長（技術課長補佐を

含む。）以上の職にある者、また、用地関係の業務は担当の課長（課

長補佐を含む。）以上の職にある者を指定する。 

 

 

 

 

（2）主任監督員（技術総括業務担当）は、技術担当の担当総括（技術主

査を含む。）以上の職にある者、また、用地関係の業務は担当の総括

（主査を含む。）以上の職にある者を指定する。 

（3）一般監督員（一般業務担当）は、技術担当以上の職にある者、また、

用地関係の業務は、用地事務担当以上の職にある者を指定する。  

 

第９ 監督権者は、委託業務の規模、態様などを考慮し、委託契約ごとに、

次の各号に掲げる基準により監督員を指定するものとする。  

（1）総括監督員（総括業務担当）は、本庁において監督員を指定する場

合は技術担当の技術課長補佐・係長以上の職にある者、現地機関に

おいて監督員を指定する場合は技術担当の課長または道路調整監以

上の職にある者、用地関係の業務は用地事務担当の課長以上の職に

ある者を指定する。  

 

 

（2）主任監督員（技術総括業務担当）は、技術担当の技術課長補佐・係

長以上の職にある者、また、用地関係の業務は用地事務担当の課長

補佐・係長以上の職にある者を指定する。  

（3）一般監督員（一般業務担当）は、技術担当以上の職にある者、また

用地関係の業務は、用地事務担当以上の職にある者を指定する。  

 

表記の変更  

 

 

表現の訂正  

組織再編に伴う変更  

 

 

 

 

表記の変更  

（監督業務の兼務等）  第 10 当初設計金額１００万円以上～１，５００万円未満の委託業務は総

括監督員を置かず、また、当初設計金額１００万円未満の委託業務は総

括監督員及び主任監督員を置かないことができる。  

２ 総括監督員を置かない場合における主任監督員は総括業務を、また総

括監督員及び主任監督員を置かない場合における一般監督員は総括業務

及び技術総括業務の業務を、上司の指導の下に自己の業務と合わせて担

当するものとする。  

 

第 10 当初設計金額１，５００万円未満の委託業務は総括監督員を置かな

いことができる。また、当初設計金額１００万円未満の委託業務は主任

監督員を置かないことができる。  

２ 総括監督員を置かない場合における主任監督員は総括業務を、また総

括監督員及び主任監督員を置かない場合における一般監督員は総括及び

技術総括業務を、上司の指導の下に自己の業務と合わせて担当するもの

とする。 

 

 

表記の変更  

（監督員の指定の通

知）  

第 11 監督権者は、監督員を指定したときは、その職員の氏名を速やかに、

原則として書面（業監様式１号及び１号の２）をもって受注者に通知し

なければならない。  

 

 略  

（監督業務の執行） 第 12 監督員は、監督業務の執行にあたっての指示、承諾、協議は原則と

して書面（業監様式２号又は業監様式３号）をもって行わなければなら

ない。 

 

第 12 監督員は、監督業務の執行にあたっての指示、承諾、協議は原則と

して書面（業監様式２号または業監様式３号）をもって行わなければな

らない。 

 

 

表記の変更  

（書類の管理） 第 13 監督員は、受注者から提出された書類、指示書及び検査、試験等の

結果について、その処理経過を明らかにしておかなければならない。  

 

 略  

（業務成績の評定） 第 14 監督員は、委託業務が完成したときは、別に定める岐阜県委託業務

成績評定要領により、業務成績を評定しなければならない。  

第 14 監督員は、委託業務（建築設計業務を除く。）が完成したときは、別

に定める岐阜県委託業務成績評定要領により、業務成績を評定しなけれ

ばならない。  

   

岐阜県委託業務成績評定要

領の例外規定を追加  

（検査の準備） 第 15 監督員は、検査に際し、検査員の行う検査に必要な書類、器具、人

員その他必要なものを、受注者に指示し、又は自ら準備するものとする。 

 

第 15 監督員は、委託業務検査要領に規定する検査に必要な書類、器具、

人員その他必要なものを、受注者に指示し、または自ら準備するものと

する。 

表現の適正化  

表記の変更  



No.4    

 

委託業務監督要領新旧対照表 

項目見出し  現行条文 改訂条文 改定理由 

（検査の立会）  第 16 監督員は、検査員の行う検査に立会い、必要な資料の提出や監督の

執行状況の説明を行う等検査に協力しなければならない。  

 

 略   

（不合格の処理）  第 17 監督権者は、検査の結果が不合格のときは、修補命令書（業検様式

９号）により受注者に修補の履行を求めなければならない。  

 

 略   

（監督の委託）  第 18 監督権者は、特に専門的な知識を必要とする場合その他の理由があ

ると認める場合は、県職員以外の者に委託して監督を行わせることがで

きる。 

２ 県職員以外の者へ監督を委託する場合は、業務の内容、監督の技術基

準等を勘案し、監督の方法、連絡又は報告すべき事項、その他必要な事

項を記載した契約書を作成しなければならない。  

３ 県職員以外の者へ監督を委託した場合は、監督権者は、当該監督の結

果を確認しなければならない。  

 

第 18 監督権者は、特に専門的な知識を必要とする場合その他の理由があ

ると認める場合は、県職員以外の者に委託して監督を行わせることがで

きる。 

２ 県職員以外の者へ監督を委託する場合は、業務の内容、監督の技術基

準等を勘案し、監督の方法、連絡または報告すべき事項、その他必要な

事項を記載した契約書を作成しなければならない。  

３ 県職員以外の者へ監督を委託した場合は、監督権者は、当該監督の結

果を確認しなければならない。  

 

 

 

 

 

表記の変更  

（適用除外）  第 19 当初設計金額１００万円未満の委託業務はこの要領によらないこと

ができる。  

 

附 則 

この要領は、平成１０年６月１日より施行する。  

附 則 

この要領は、平成２０年４月１日より施行する。  

 

 

 略 

 

 

附 則 

この要領は、平成１０年６月１日より施行する。  

附 則 

この要領は、平成２０年４月１日より施行する。  

附 則 

 この要領は、平成３０年４月１日より施行する。  
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